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博士（法学） 一橋大学大学院法学研究科

教育上の能力に関する事項

事項 年月日 概要

1 教育方法の実践例
1.極域科学と国際交渉実践入門（神戸大学大学院国際 2022年11月～2022年12月 地球規模課題である気候変動や持続可能な資源の利用

協力研究科） 　 など世界の国々と行動指針を決める国際交渉の現場に

　 　 おいて、科学的知見に基づいて交渉を先導し、日本の

　 　 科学外交に貢献できる人材を育成するため、全4回から

　 　 成る連続セミナー「科学者と前進させる国際交渉セミ

　 　 ナー2022『北極域と科学外交の未来づくり』」を企

　 　 画。本セミナーは、文科省プロジェクト「北極域研究

　 　 加速プロジェクトArCSⅡ」の研究成果であるととも

　 　 に、大学院臨時開設科目「極域科学と国際交渉実践入

　 　 門」として実施。第一線で活躍する外交官、科学者、

　 　 国際法学者を講師陣として、北極科学をめぐる外交の

　 　 現場における科学と科学者の役割について学び、最終

　 　 回では、参加者が各国・先住民団体代表としてロール

　 　 プレイで模擬交渉を体験する実践形式の授業。

2.国際社会と法 a/b（東京経済大学現代法学部） 2009年4月～2011年3月 現代法学部2～4年生を対象として通年で国際法の概要

　 　 を学ぶ授業。授業の冒頭では国際問題の新聞記事等に

　 　 よる話題提供を行い、国際社会と法の関わりへの関心

　 　 を促した。同学部の中で唯一の国際法関連科目である

　 　 ため、授業内において試験対策として論述問題の答案

　 　 作成練習も行うなど、国際法という学問領域の基礎が

　 　 身に付くように心がけた。

3.導入ゼミ（一橋大学法学部） 2008年4月～2010年3月 法学部1･2年生ゼミ報告のやり方等、大学における学習

　 　 の基本スキルを身に着けるための授業。初年度は入門

　 　 書を用いて国際法とは何か、国際法は国内法とはどの

　 　 ように異なる特徴を持つのか、国内裁判所ではどのよ

　 　 うに扱われているのか等、国内法とは異なる国際法の

　 　 特徴に焦点を当て、後半には国際法判例の読解にチャ

　 　 レンジした。最新のニュース記事を用いて国際法の知

　 　 識と実際の国際問題をリンクさせ、時事問題を議論の

　 　 叩き台として法学的なディスカッション能力の形成を

　 　 図った。

2 作成した教科書、教材
1.「北極を知るための国際法」ウエブサイト（神戸大 2022年3月 北極域の持続的利用の観点から関連する7つのキーワー

学大学院国際協力研究科極域協力研究センター） 　 ド：国際法・人々・LNG・航路・漁業・汚染・将来に基

　 　 づいて関連する国際法を解説するホームページ。北極

　 　 域にアクセスする日本のステークホールダー（研究

　 　 者、産業界関係者、政策担当者）に向けて、国際ルー

　 　 ルに基づいた行動指針を提示することを目的として作

　 　 成。最新の研究成果や国際法教科書の関連情報などを

　 　 紹介し、関連する条約・国際文書にアクセス可能と

　 　 なっており、キーワードに関係する国際法を網羅的に

　 　 調べることができる。

3 実務の経験を有する者についての特記事項
1.北海道大学大学力強化推進本部URA 2016年～2020年 北海道大学URA（研究管理職）として、大学経営・マ

　 　 ネージメントに従事し、部局横断・研究領域融合型の

　 　 競争的外部資金プロジェクトの企画・応募支援、自治

　 　 体や産業界との産学官連携支援を行った。外国政府と

　 　 の連携協定に基づき、技術供与・人的交流推進に関す

　 　 る業務等を行った。
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教育上の能力に関する事項

事項 年月日 概要

3 実務の経験を有する者についての特記事項
2.国際民間航空機関（ICAO）日本政府代表部 2011年～2015年 カナダ・モントリオール市に本部がある国際民間航空

　 　 機関（ICAO）日本政府代表部において外務省専門調査

　 　 員として勤務。現地では日本政府代表代理として、

　 　 ICAO理事会及び日本がメンバー国となっている委員会

　 　 （財政委員会・不法妨害行為委員会・航空運送委員

　 　 会・共同実施委員会）を担当した。理事会・各委員会

　 　 における我が国の対処方針の作成や本省および管轄省

　 　 庁との調整、ICAO事務局との交渉を行うなど、国際航

　 　 空行政の実務を経験。2014年「1969年航空機内で行わ

　 　 れた犯罪その他ある種の行為に関する条約（東京条

　 　 約）」改定議定書外交会議が行われた際には、日本代

　 　 表団の一員として条約の改正交渉に携わった。

4 その他
　

職務上の実績に関する事項

事項 年月日 概要

1 資格、免許
1.学芸員資格 　 　

2.高等学校教諭一種免許状（英語） 　 　

3.中学校教諭一種免許状（英語） 　 　

2 特許等
　

3 実務の経験を有する者についての特記事項
　

4 その他
　

研究業績等に関する事項

著書、学術論文等の名称
単著・
共著書別

発行又は
発表の年月

発行所、発表雑誌等
又は学会等の名称 概要

1 著書
1.Encyclopedia of 共 2021年1月 Brill Nijhoff. 担当部分 “Open Sky Agreements” および “Implementation of

public 　 　 Vol.1, 担当ページ ICAO SARPs”の執筆を担当

international law 　 　 245-247頁 　

in Asia 　 　 　 　

2.交通経済ハンドブッ 共 2011年10月 白桃書房, 担当 担当部分「環境に関する国際協力」の執筆を担当。国際航空による

ク 　 　 ページ288-289頁 環境負担削減のための国際的な取組について解説した

2 学位論文
1.国際航空の法構造と 単 2008年3月 一橋大学 現代の国際航空網の発展を支えている国際航空制度は、航空規則を

その自由化による展 　 　 　 国際条約の附属書の形式で迅速に制定・改正を行い、それを世界中

開－国際協調制度に 　 　 　 の国内航空法に一斉に適用し、遵守を監視することによって成り

向けた視座 　 　 　 立っており、他分野の国際法・国際条約に見られない実効的な制度

　 　 　 　 である。国際的な統一基準の適用により全世界レベルでの航空輸送

　 　 　 　 の安全と航空網の急速な発展を可能とした現代の国際航空法制度の

　 　 　 　 成立と展開を考察し、航空輸送の増加や航空自由化・競争時代に向

　 　 　 　 けた現代の法制度上の課題について論じた博士論文

3 学術論文
1.変動する国際情勢下 単 2024年6月 『運輸と経済』 2022年2月、ロシアがウクライナに本格的に侵攻したことを受けて、

における 航空秩序回 　 　 （交通経済研究所 欧米諸国はロシア航空機の上空通過を禁止する措置を取った。それ

復のための多国間交 　 　 発行）第84巻6号 に対抗してロシアも自国領空を封鎖し、世界の航空会社はロシア上

渉制 　 　 　 空を避けて航行を続けている。また、ロシアは、他国からリースさ

　 　 　 　 れた航空機を返還せず、違法にロシアに再登録させた上、無効な耐

　 　 　 　 空証明を発行して当該航空機の運航を続けており、深刻な安全上の

　 　 　 　 リスク状態が続いている。違法に航空機の飛行を続ける国に対し

　 　 　 　 て、国際社会はどのような手段を執り得るのだろうか。本稿は、ウ

　 　 　 　 クライナ侵攻後に国際社会が国際民間航空機関（ICAO）を通じて

　 　 　 　 取った行動を整理し、失われた航空秩序を回復させるためのシカゴ

　 　 　 　 条約上の多国間交渉制度とその有効性について解説を行った。

2.東京条約改正議定書 単 2023年3月 交通学研究第66 1963年「航空機内で行われた犯罪その他ある種の行為に関する条

における機内保安官 　 　 号, 79-86 頁 約」（東京条約）を改定するための議定書である2014年モントリ
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研究業績等に関する事項

著書、学術論文等の名称
単著・
共著書別

発行又は
発表の年月

発行所、発表雑誌等
又は学会等の名称 概要

3 学術論文
（スカイマーシャ 　 　 　 オール議定書が、2020年1月に発効したことを受けて、同議定書によ

ル）の法的地位等に 　 　 　 る改正ポイントである管轄権の範囲と機内保安官の法的地位につい

関する考察（査読 　 　 　 て、東京条約の現代化の観点から法的効果を分析した

付） 　 　 　 　

3.プラスチック汚染へ 単 2023年1月 廃棄物資源循環学 2022年3月，国連環境総会 (UNEA) は決議「プラスチック汚染を終わ

の国際法政策的対応 　 　 会誌, 第34巻1号, らせる：法的拘束力のある国際文書に向けて」を採択し，海洋環境

と課題：北極への示 　 　 3-11頁 におけるプラスチック汚染に対処するための条約の作成に向けた国

唆 　 　 　 際社会の具体的な行動を開始した。これを受けて、プラスチック新

　 　 　 　 条約に必要な要素や課題を明らかにするため、既存の環境条約上の

　 　 　 　 プラスチック汚染関連規定，バーゼル条約のプラスチック改正の意

　 　 　 　 義，一般的な国際環境法の諸原則の適用可能性等を検討した

4.日本の空港はいま 単 2020年12月 ANAホールディング 2021年、コンセッション方式による民営化をスタートさせた北海道

（第23回）地域の期 　 　 ス　ていくおふ第 内の7空港について、民営化後の地方空港への期待と展望を国・道・

待に応える空港運営 　 　 160号, 66-73頁 運営会社・観光業界関係者への取材に基づいて執筆

への挑戦 : 女満別空 　 　 　 　

港 　 　 　 　

5.機内の安全阻害行為 単 2014年1月 交通学研究第57 航空機内で行われた迷惑行為に対する国際管轄権、特に着陸国によ

に対する管轄権（査 　 　 号, 113-120頁 る管轄権行使に関するICAOでの条約改正議論を分析した

読付） 　 　 　 　

6.国際航空における紛 単 2010年5月 空法第51号, 93- 国際組織が航空紛争解決機関として機能することの国際法上の法的

争の処理と国際機関 　 　 115頁 根拠およびその効果について考察した

7.国際航空制度統一に 単 2008年5月 航政研シリーズ シカゴ条約に基づく国際標準制度（SARPs）について、国際民間航空

おける国際民間航空 　 　 （航空政策研究 機関（ICAO）が持つ立法機能と紛争解決機能との相互作用に着目し

機関の役割－立法機 　 　 会）, 第492号, 1 て論じた研究助成論文

能と紛争解決機能に 　 　 -31頁 　

よるダイナミズム－ 　 　 　 　

8.欧州航空自由化と国 単 2007年1月 交通学研究、第50 EU域内航空自由化に伴う域外第三国への国際航空法上の影響につい

際航空－地域的自由 　 　 号、199-208頁 て分析した

化がもたらす法的問 　 　 　 　

題の検討（査読付） 　 　 　 　

9.国際民間航空機関 単 2005年7月 一橋論叢, 134巻1 国際民間航空機関（ICAO）に付託された国際航空紛争事例を分析

（ICAO）の紛争解決 　 　 号, 41-61頁 し、ICAO理事会の準司法機関としての機能と役割の評価を行った

機能（査読付） 　 　 　 　

その他
１．学会ゲストスピーカー

　

２．学会発表
1.東京条約改正議定書 単 2022年10月 日本交通学会 第 1963年「航空機内で行われた犯罪その他ある種の行為に関する条

における 機内保安官 　 9日 81回研究報告会 約」（東京条約）を改定するための議定書である2014年モントリ

（スカイマーシャ 　 　 　 オール議定書が2020年1月に発効したことを受けて、同議定書による

ル）の法的地位等に 　 　 　 改正ポイントである管轄権の範囲と機内保安官の法的地位のについ

関する考察 　 　 　 て分析し、東京条約の現代化の観点から改正条文の効果を評価し

　 　 　 　 た。

2.Joint Financing 単 2021年11月 The 14th Polar 北大西洋・北極ルートを航行する航空機のために提供される航空支

Agreements 　 21日～23日 Law Symposium 援施設を協定加盟国及び同ルートを通航する国の共同出資で維持す

Contribute to the 　 　 　 るための協定の現状と課題について論じた（ポスター発表）

Safety and 　 　 　 　

Efficiency of Air 　 　 　 　

Transport flying 　 　 　 　

Across the North 　 　 　 　

Atlantic and 　 　 　 　

Arctic Region 　 　 　 　

3.東京条約の改正によ 単 2014年5月 日本空法学会 第 2014年4月に採択された1963年「航空機内で行われた犯罪その他ある

る安全阻害行為への 　 30日 60回研究大会 種の行為に関する条約」（東京条約）を改正するための議定書につ

対応 　 　 　 いて、ICAOで行われた外交会議における議論状況と改正のポイント

　 　 　 　 について解説した

4.機内の安全阻害行為 単 2013年10月 日本交通学会 第 航空機内で発生した行政規則違反や軽犯罪に対する国際管轄権、特

に対する管轄権 　 6日 72回研究報告会 に着陸国による管轄権行使についての最近の議論状況を論じた

5.国際航空紛争解決に 単 2009年5月 日本空法学会 第 国際組織が航空紛争解決機関として機能することについて、国際法
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研究業績等に関する事項

著書、学術論文等の名称
単著・
共著書別

発行又は
発表の年月

発行所、発表雑誌等
又は学会等の名称 概要

２．学会発表
おける国際機関の役 　 21日 55回大会 2009年5 上の法的根拠について考察した

割 　 　 月21日 　

6.The External 単 2007年3月 Young Law EUのオープンスカイ政策に伴うEU諸国の対第三国との域外交渉権限

Competence of the 　 20日 Researchers の変化を、EUの対米航空政策を事例として分析した

European 　 　 Conference at 　

Commission in the 　 　 Hitotsubashi 　

Open Aviation Area 　 　 University 　

Negotiations with 　 　 　 　

the USA 　 　 　 　

7.欧州航空自由化と国 単 2006年11月 日本交通学会 第 EUが、EU域内国自由化を行ったことで域外空域の第三国が受ける国

際航空－地域的自由 　 11日 65回研究報告会 際航空法上の影響について論じた

化がもたらす法的問 　 　 　 　

題の検討－ 　 　 　 　

３．総説
　

４．芸術（建築模型等含む）・スポーツ分野の業績
　

５．報告発表・翻訳・編集・座談会・討論・発表等
1.Conference Report 単 2020年12月 Current 神戸大学極域協力研究センター（PCRC）が主催した、初めてアジア

of the 13th Polar 　 　 Developments in 地域で実施された第13回極域法国際シンポジウム（Polar Law

Law Symposium 　 　 Arctic Law (77) Symposium)の開催結果を報告するカンファレンスレポート

Special Online 　 　 60-64. 　

Session 　 　 　 　

2.国際航空に関する諸 単 2007年4月 公正取引委員会 公正取引委員会による航空アライアンスに対する独占禁止法の適用

外国の制度等 　 　 「政府規制等と競 除外（ATI）の効果に関する調査の一環として、諸外国におけるATI

　 　 　 争政策に関する研 の状況を調査した委託研究報告書

　 　 　 究会」資料, 1 - 　

　 　 　 21頁 　

６．研究費の取得状況
　

学会及び社会における活動等

年月日 事項

　 日本空法学会

　 日本交通学会
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